
平成３０年１２月 
ＳＤＧｓ推進本部 

ＳＤＧｓアクションプラン２０１９ 
～２０１９年に日本の「ＳＤＧｓモデル」の発信を目指して～ 

※地方におけるＳＤＧｓ推進関係箇所抜粋版

参考資料３



『ＳＤＧｓアクションプラン２０１９』のポイント  

ＩＩＩ．ＳＤＧｓの担い手として 
次世代・女性のエンパワーメント 

ＩＩ．ＳＤＧｓを原動力とした 
地方創生，強靱かつ 

環境に優しい魅力的なまちづくり 

Ｉ．ＳＤＧｓと連動する 
「Society 5.0」の推進 

中小企業におけるＳＤＧｓの取組強化 
 大企業や業界団体に加え，中小企業に
対してもＳＤＧｓの取組を強化。

 「SDGs経営／ESG投資研究会」の開催
等を通じて，『ＳＤＧｓ経営イニシアティブ』
を推進。ＴＣＦＤ（気候関連財務情報開示タス
クフォース）の提言を踏まえ，企業の取組
を促進。

 『中小企業ビジネス支援事業』を通じた途
上国におけるＳＤＧｓビジネスの支援。

ＳＤＧｓを原動力とした地方創生 
 ＳＤＧｓ未来都市の選定，地方創生ＳＤＧ
ｓ官民連携プラットフォーム等を推進。

 ２０２０年東京オリンピック・パラリンピッ
ク競技大会，２０２５年大阪・関西万博を
通じたＳＤＧｓの推進。

 ＩＣＴ等先端技術を活用した地域の活性化。

 スマート農林水産業の推進。

次世代・女性のエンパワーメント 
 「次世代のＳＤＧｓ推進プラットフォーム」
を始動し，国内外における具体的な取組
を推進。

 ３月に同時開催するＷＡＷ！（国際女性
会議）とＷ２０（Ｇ２０エンゲージメント・グ
ループ会合）において女性活躍のための
方途について議論。

 日本は，豊かで活力のある「誰一人取り残さない」社会を実現するため，一人ひとりの保護と能力強化に焦点を当てた「人間の安
全保障」の理念に基づき，世界の「国づくり」と「人づくり」に貢献していく。

 『ＳＤＧｓアクションプラン２０１９』では，次の３本柱を中核とする日本の「ＳＤＧｓモデル」に基づき，『ＳＤＧｓ実施指針』における８つ
の優先分野に総力を挙げて取り組むため，２０１９年におけるより具体化・拡大された政府の取組を盛り込んだ。

 ２０１９年のＧ２０サミット，ＴＩＣＡＤ７，初のＳＤＧｓ首脳級会合等に向けて，①国際社会の優先課題，②日本の経験・強み，③国内
主要政策との連動を踏まえつつ，以下の分野において国内実施・国際協力の両面においてＳＤＧｓを推進。

日本のＳＤＧｓモデルを，東南アジア・アフリカを重点地域としつつ，国際社会に展開していく。

国際的な指標等に基づいて，これまでの取組をレビューし，２０１９年後半に『ＳＤＧｓ実施指針』を改訂。 

展開と 
フォローアップ １ 

強靱かつ環境に優しい循環型社会の構築 
 国内外における防災の主流化の推進。

  質の高いインフラを通じて連結性を強化。
 

 海洋プラスチックごみ対策を含む持続可
能な海洋環境の構築。 

 地域循環共生圏づくりの推進。

 日本の技術・経験を活かした気候変動
対策への貢献。

 省エネ・再エネ等の推進。

科学技術イノベーション（ＳＴＩ）の推進 
 統合イノベーション戦略推進会議下の
「STI for SDGsタスクフォース」で，『ロード
マップ』やそのための「基本指針」を策定。
「ＳＴＩ ｆｏｒ ＳＤＧｓプラットフォーム」の立ち
上げも準備。

 STIフォーラムやG20関連会合を通じ，国
際社会における議論を促進。

教育・保健分野における取組 
 国内で，幼児教育から高等教育まであら
ゆる段階において「質の高い教育」を実
施。

 Ｇ２０関連会合やＴＩＣＡＤ７を通じ，日本
の経験を共有しつつ，国際教育協力や
ＵＨＣ（ユニバーサル・ヘルス・カバレッ
ジ）を推進。



質の高いインフラ 
 質の高いインフラ投
資に関する国際スタン
ダードをアップグレード 
（以下の諸点をハイライト）。 

①開放性，②透明性
③ライフサイクル・コスト
から見た経済性

④対象国の財政健全性

等 

ＳＤＧｓ主要課題におけるＧ２０議長国・日本のリーダーシップ 

  
 

２ 

■強靱かつ環境に優しい「国づくり」のため，質の高いインフラ，防災，海洋プラスチックごみ対策，気候変動対策等に貢献

防災 
 「仙台防災枠組
2015-2030」の実施
を主導。 

①防災の主流化や
「世界津波の日」の
普及・啓発を推進

② 「仙台防災協力イ
ニシアティブ」の成
果を公表し，後継
策を打ち出す

気候変動・エネルギー 
 日本の技術・経験で，世界の経済成長と脱炭素
化を牽引。 

①環境と成長の好循環に向け，グリーン・ファイナンス
の活性化，ビジネス主導の国際展開，イノベーショ
ンの促進を図る。

➁日本の幅広い低炭素・脱炭素技術を提案し，エネル
ギー転換を推進。

③NDC（削減目標等）及び長期戦略の着実な実施に
向け，必要な施策・支援を議論し，課題を特定。必
要な気候資金のあり方等を提示。 

④適応策と強靱なインフラ整備を統合的に推進。
⑤様々な主体の総力を結集し，気候変動問題に取組む。

■「人間の安全保障」に基づき，世界の「人づくり」のため，女性のエンパワーメント，保健，教育に貢献

保健 

 Ｇ７伊勢志摩サミットの成果にも立脚し，Ｇ２０
自身の課題解決と途上国への支援の両面から
主導力を発揮。 

① ＵＨＣの達成：基礎的医療サービスの供給，国内予
算の保健への配分向上等，保健システムの強化

②高齢化への対応：健康長寿（Healthy Ageing）や認
知症施策の推進 

③健康危機への対応：健康危機時（主に感染症）にお
ける国際的な資金メカニズムや，薬剤耐性（ＡＭＲ）
への対応

女性 

 「女性が輝く社会」を国内外で実現するた
め，３月のＷＡＷ！/Ｗ２０も活用しつつ，以
下の重要性を確認。 

①アフリカを含む途上国での女子教育:女性・女
児の経済的･社会的エンパワーメントに向けた
女子教育の推進

②女子へのＳＴＥＭ（科学，技術，工学及び数
学）教育：女性が将来の職に備え，職業選択に
おける平等な参画を実現する上で，ＳＴＥＭ関
連の訓練及び職業へのアクセスの確保・向上

教育 

 Ｇ２０ブエノスアイレスサミットにおけ
る議論を踏まえつつ，基礎教育に加え，
中等教育以上や職業訓練等にも注力。 

①持続可能な成長に向けた質の高い教
育：基礎学力の保障，学びの改善等

② イノベーションを生む教育：
産業，特にＳＴＩを担う人材育成

③強靱で包摂的な未来をつくる教育：
女性・障害者等への教育，紛争・災害下
の教育支援

国際社会によるＳＤＧｓの取組を牽引しつつ，そのための科学技術イノベーション(STI for SDGs) の更なる活用を推進。 

■日本のＳＤＧｓモデルの国際社会への共有・展開

 アジアへ：重点地域アジアにおいて『日メコンＳＤＧｓイニシアティブ』の策定，アジア健康構想
の推進，「日ＡＳＥＡＮ STI for SDGs ブリッジングイニシアティブ」の立ち上げ等を実施。

 アフリカへ：ＴＩＣＡＤ７を通じ，アジェンダ２０６３及びＳＤＧｓの達成に向け，アフリカ諸国と協働。

 世界の地方へ：ＳＤＧｓハイレベル政治フォーラムや国内におけるＧ２０関連会合等の機会を
通じ，地方自治体の「ＳＤＧｓモデル」を国内外に発信。

２ 

■日本のＳＤＧｓモデルの国際社会への共有・展開

国際社会で「地域循環共生圏」づくり 
 地域の資源・人材を活用した持続可能な地域作りを
総合的に支援。野心的な脱炭素社会の実現につな
げ国内外に発信。 

「Society 5.0」の推進等によるSDGs達成 
  IoT・AI等の革新的技術を活用したSociety5.0と，  
途上国の社会課題解決に資する貿易投資の推進。 

海洋プラスチックごみ 

 世界全体での海洋プラスチックご
み問題の解決を目指し，この問題
に対する以下の実効的な取組を推
進するためのイニシアティブを主導。 

① ３Ｒや廃棄物処理に係る制度構築
及びインフラ整備への支援，民間
投資や官民連携の推進

② 代替素材等に関するイノベーション
③モニタリング手法の策定等，科学的
知見の集積・共有



  政府によるＳＤＧｓを推進するための取組一覧 

①あらゆる人々の
活躍の推進

②健康・長寿の達成 ③成長市場の創出，
地域活性化，

科学技術イノベーション 

④持続可能で強靱な
国土と質の高い
インフラの整備

⑤省エネ・再エネ，
気候変動対策，
循環型社会 

⑥生物多様性，森林，
海洋等の環境の保全

⑦平和と安全・
安心社会の実現

• 働き方改革
の着実な実施 

• 女性の活躍推進

• ダイバーシティ・バリ
アフリーの推進

• 子供の貧困対策

• 次世代の教育振興

• 次世代のSDGs推進
プラットフォーム

• ビジネスと人権に関
する国別行動計画

• 消費者等に関する
対応

• 若者・子供，女性
に対する国際協力

• 人道支援の推進

• データヘルス改革
の推進

• 国内の健康経営  
の推進

• 医療拠点の輸出

• 感染症対策等
保健医療の研究開発

• ユニバーサル・
ヘルス・カバレッジ
推進のための
国際協力

• アジア・アフリカ
における取組

• 基盤となる技術・
データ，人材育成

• 未来志向の社会づくり
（「Connected Industries」・
「i-Construction」推進等）

• STI for SDGｓや，
途上国のSTI・ 産業化
に関する国際協力

• 地方創生や未来志向
の社会づくりを支える
基盤・技術・制度等

• 地方におけるＳＤＧｓ   
の推進

• 農山漁村の活性化，
地方等の人材育成

• 農林水産業・食品産業
のイノベーションや
スマート農林水産業
の推進，成長産業化

• 持続可能で強靱な
まちづくり

（「コンパクト＋ 
ネットワーク」推進）

• 戦略的な社会資本
の整備

• 文化資源の保護・
活用と国際協力

• 防災
（「レジリエント防災・  

  減災」の構築や，    災害 
  リスクガバナンス     の強化， 
  エネルギー・インフラの 
  強靱化，食料供給の安定 
  化等） 

• 質の高いインフラの 
推進 

• 環境インフラの国際展開 

• 徹底した省エネ
の推進

• 再エネの導入促進

• エネルギー科学技術
に関する研究開発
の推進 

• 気候変動対策や，
CCSの調査・研究

• 循環型社会の構築
（東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ・ 
ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸに向けた
持続可能性等） 

• 国際展開・国際協力

• 食品廃棄物の削減
や活用

• 農業における環境保護

• 持続可能な消費の
推進

• 持続可能な農林水産業
の推進や林業の成長
産業化

• 世界の持続可能な
森林経営の推進

• 地域循環共生圏の
の構築

• 森林の国際協力

• 大気，
化学物質規制対策

• 海洋
（海洋・水産資源 

  の持続的利用， 
  国際的な資源管理， 
  水産業・漁村の多面的 
  機能の維持・促進） 

• 海洋ゴミ対策の推進

• 地球観測衛星を活用
  した課題解決 

• 子どもの安全 
（性被害，虐待，事故， 

  人権問題等への 
  対応） 

• 女性に対する
暴力根絶

• 再犯防止対策・法務 
の充実 

• 公益通報者保護制
度の整備・運用 

• 「法の支配」の促進
に関する国際協力 

• 平和のための
能力構築 

• 中東和平への貢献 

• マネー・ローンダリン
グ，テロ資金供与

    等対策 

• 広報・啓発の推進 
（「ジャパンＳＤＧｓアワード」の実施等）

• ２０２５年万博開催を通じたＳＤＧｓの推進

（国連におけるＳＤＧ指標の測定協力，
統計に関する二国間交流・技術支援等） 

• 途上国のＳＤＧｓ達成に貢献する企業の支援

• ＳＤＧｓ経営イニシアティブや，ＥＳＧ投資の推進

• 適切なグローバル・サプライチェーン構築

⑧ＳＤＧｓ実施推進     
の体制と手段

• モニタリング

3 

等 等 等 等 等 

 『経済財政運営と改革の基本方針２０１８』（抜粋（平成30年6月15日閣議決定))：
積極的平和主義の旗の下，持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の実現に向け，貧困対策や保健衛生，教育，環境・気候変動対策，女性のエンパワーメント，法の支配など，
人間の安全保障に関わるあらゆる課題の解決に，日本の「ＳＤＧｓモデル」を示しつつ，国際社会での強いリーダーシップを発揮。

 『未来投資戦略２０１８』（要約（平成30年6月15日閣議決定））：「Society 5.0」の国際的な展開は，世界におけるＳＤＧｓの達成に寄与。企業による取組を支援し，国連ＳＴＩフォーラム，
2019年に日本で開催するＧ２０や，国連ハイレベル政治フォーラム（特に，首脳級会合）において，積極的に発信。

• 地方自治体や地方の企業の強みを活かした
国際協力の推進

• 市民社会等との連携
（ジャパンプラットフォーム，活動環境整備，事業補助金等）

• 国内資金動員のための途上国における税制・税務執行支援

等 
等 

『ＳＤＧｓ実施指針』の８分野に関する取組を更に具体化・拡充 

• フューチャー・アース構想下での研究開発，国連大学 

※取組の詳細は次頁以降に掲載 
（記載された額は，平成３１年度当初予算政府案及び３０年度補正予算政府案（１２月２１日閣議決定【P】）

等 

等 



茶，薬用作物等の地域特産作物について，産地の規模拡大
や担い手の育成などを強力に推進し，生産体制の強化や産
地の活性化を実現するため，低コスト化に向けた機械のリー
ス導入や栽培技術の確立等を支援。 

「ＳＤＧｓ実施指針」優先課題③【主な取組】：成長市場の創出，地域活性化，科学技術イノべ－ション（続き） 

地方におけるＳＤＧｓ推進 

• 将来のビジョンづくり
• 体制づくり
• 各種計画への反映
• 関係者（ステークホルダー）との連携
• 情報発信と成果の共有
• ローカル指標の設定

 地方創生分野における日本の「SDGsモデル」の構築に向け，
平成30年６月，「SDGs未来都市」として29都市を選定。特に先
導的な取組を「自治体SDGsモデル事業」として10事業選定。引
き続き「SDGs未来都市」及び「自治体SDGsモデル事業」を選定。 
 多様なステークホルダー，特に民間企業と地方公共団体との
連携を促進すべく，地方創生SDGs官民連携プラットフォームに
おける取組を一層活発化。地域の社会的課題の解決に向けた民
間企業の参画，ＳＤＧｓを活用したビジネス連携の促進を図る。

（31当初5.4億円）  

成功モデルの 
国内における水平展開， 
国外への情報発信 

政府一体となった 
支援体制の構築 

＜自治体によるＳＤＧｓ達成に向けた取組＞ 

地域金融機関による 
顧客との「共通価値の創造」の促進 

農山漁村の振興のための総合的支援 

地域の創意⼯夫による活動の計画づくりから農業者等を含
む地域住民の就業の場の確保，農⼭漁村における所得の
向上や雇⽤の増⼤に結びつける取組を総合的に支援し，
農⼭漁村の活性化を推進。 

地方を始めとする人材育成

農山漁村を含む地域の活性化 

地域金融機関が，顧客のニーズに応じて有
益なアドバイスとファイナンスを提供し，顧客
の企業価値を向上させる。 

その結果として，金融機関自らの経営の持続
性・安定性を実現するといった，顧客との「共
通価値の創造」を促進する。 

（31当初98億円） 

（活動計画づくり） （農作物収穫体験） （農作物直売施設） 

2019年2月には，第１回地方創生ＳＤＧｓ国際フォーラムを開催し，

グローバルＳＤＧｓ都市ネットワーク形成を支援し，地方創生に向
けた日本の「ＳＤＧｓモデル」を国内外に発信する。      

地方創生SDGs国際フォーラムの開催 

2019年1月に米シンクタンク・ブルッキングス研究所が立ち上げる
「ＳＤＧｓリーダーシップ都市連合」に，SDGsを積極的に推進して

いる地方自治体として，横浜市がニューヨーク，ロサンゼルス等
とともに参加。 

SDGsリーダーシップ都市連合への参加 

文化芸術創造拠点形成事業 

2020東京大会とその後を見据え，地方公共団体主体の文化

芸術事業を支援することにより，地方公共団体の文化事業の
企画・実施能力を全国規模で向上させるとともに，多様で特
色ある文化芸術の振興を図り，地域の活性化に寄与する。 

（31当初11億円） 

広域連携の推進 

集落ネットワーク圏の推進 

過疎対策の推進 

地域特産作物体制強化促進 

食の魅力発掘による消費拡大 
のための国民運動を推進 

多様で豊かな農業と美しく活力ある農山村の実現や，地域
コミュニティによる農地等の地域資源の維持・継承に向けた
取組を総合的に支援。                                 （31当初440億円）

中山間地農業ルネッサンス事業 

山村活性化支援 

山村活性化支援交付金により山村の持つ豊かな地域資源
の活用等を通じた，所得・雇用の増大を図る取組を支援。 

世界農業遺産・日本農業遺産の推進 

社会や環境に適応しながら何世代にもわたり継承されてきた，
伝統的な農林水産業（農林水産業システム）を営む地域を認定
する世界農業遺産・日本農業遺産の制度について，認知度を
向上するための取組を推進。 

過疎地域の自立・活性化に資するソフト事業や，基幹集落
における定住促進団地の造成，空き家を活用した定住促進
住宅の整備，廃校舎などの遊休施設を活用した地域振興
施設の整備等を支援。                               （31当初2.9億円） 

基幹集落を中心に周辺の複数集落をひとつのまとまりとす
る「集落ネットワーク圏」（小さな拠点）において，「くらし」を
支える多様な主体の包摂・連携による生活支援の取組や
「なりわい」を創出する活動を支援。（31当初4.0 億円） 

連携中枢都市圏の形成や，圏域内の都市機能等を戦略的
に確保する取組等を支援。（31当初2.0億円） 

農福連携 

（31当初14億円） 

（31当初1.7億円） 

和食文化の保護・継承 

ユネスコ無形文化遺産に登録された和食文化を保護し，
次世代に継承していくための施策を実施。 （31当初0.7億円） 

雇用吸収力の大きい地域密着型企業の立ち上げ等を支
援。 （31当初10億円） 

地域経済循環の創造事業 
（ローカル10,000プロジェクト，分散型エネルギーインフラプロジェクト）

資源管理に取り組む漁業者による新しい操業・生産体制への
転換等を促進するため，高性能漁船の導入等による収益性向
上の実証の取組を支援。 （31当初51億円，30補正50億円） 

漁業の構造改革のための総合対策 

4
4

福祉農園，加工・販売施設等の整備による障害者や生活困窮者
等の受入，農業経営体の障害者受入をサポートする人材育成
等の取組等を支援。 

国，生産者，食品事業者，消費者が一体となって国産農林水産
物の消費拡大に取り組む「フード・アクション・ニッポン」を推進し，
国産農林水産物を活用した地域の魅力あふれる産品を表彰。 
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